
 
National Institute for Educational Policy Research 
 

国立教育政策研究所 
 

平成 25 年 4 月 5 日 

 

教員養成の改善に関する調査研究成果について（概要） 

 

１．研究のねらい 
教員養成教育の改善を目指した大学（学部段階）における「特色ある教育活動」

（Good Praxis of Teacher Education）を収集し、それらの取組に共通する理念、

改革の方向性、教育内容・方法の改善等を抽出し、これを踏まえた教員養成教育改

善にかかる具体的な政策提言を行う。 
 
２．研究の概要（別紙参照） 
（１）研究の内容及び方法 

「教員養成 GP」（平成 17,18 年度文部科学省大学改革推進等補助金）に採択さ

れるなど、教員養成教育に係る組織体制、教育内容・方法等に優れた取組を行い、

今後の教員養成教育の在り方や方向性を示すと思われる大学・学部を選定し、そ

の取組内容について訪問（関係者インタビュー）又は質問紙による調査を実施。 
（２）調査対象大学 
   教職課程を有する３１大学（国立２１大学、私立１０大学） 
（３）調査結果から得られた大学の教員養成教育の今後の在り方・方向性 

 ・育成すべき教員像と教員として必要な資質能力を明示することの意義（課程認定

を受けた授業科目を設けさえすればよいという「免許法依存体質」からの脱却、

具体的かつ簡潔な学修到達目標設定） 

 ・教職課程運営の組織体制の在り方（全学的な教職センターの設置） 

 ・体系的な教員養成プログラムの構築と実施プロセスの重要性（専門科学と教職、

理論知と実践知の「架橋」によるカリキュラムの体系性確保、子供の実態と学

びへの理解、省察力の育成） 

 
３．研究成果の活用 
 ・研究の中間報告等に基づき、中央教育審議会において今後の教員養成教育の在り

方について提言を行った。（平成 23 年 8 月、24 年 3 月） 

 ・調査研究報告書は、国立教育政策研究所のホームページに全文を掲載。 
（アドレス：http://www.nier.go.jp） 

 

（お問合せ） 
  国立教育政策研究所 
   教育課程研究センター基礎研究部 総括研究官 今村聡子 
          電話：０３－６７３３－６８３２（直通） 
  〔広報担当〕企画普及室 普及・国際係長 飯塚昭義 
          電話：０３－６７３３－６８１２（直通） 

 国立教育政策研究所では、教員養成政策及び各大学における教員養成教育改善に

資するために平成 23～24 年度に実施した標記調査研究の成果をとりまとめました。 



（別紙） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 


